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第４－１８号
堺市南区岩室（市街化調整区域）における
一戸建ての住宅の建築許可について
（包括議決基準１５該当）

第４－１９号
堺市東区草尾（市街化調整区域）における
一戸建ての住宅の建築許可について
（包括議決基準１５該当）

報告案件
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提案基準１３の改正

「特別養護老人ホーム等の建築を目的とする開発行為等の取扱いに
ついて」

提案基準１４の改正

「介護老人保健施設の建築を目的とする開発行為等の取扱いについ
て」



開発許可制度運用指針 【提案基準13関係】［抜粋］

（17）社会福祉施設
• 社会福祉施設であって、設置及び運営が国の定める基準に適合するもので、

その位置、規模等からみて周辺の市街化を促進するおそれがないと認められ、
かつ、当該開発区域を所管する地方公共団体の福祉施策の観点から支障がな
いことについて、関係部局と調整がとれたもののうち、以下の①から③まで
のいずれかに該当するものであること。

• ① 近隣に関係する医療施設、社会福祉施設等が存在し、これらの施設と当
該許可に係る社会福祉施設のそれぞれがもつ機能とが密接に連携しつつ立地
又は運用する必要がある場合

• ② 当該施設を利用する者の安全等を確保するため立地場所に配慮する必要
がある場合

• ③ 当該施設が提供するサービスの特性から、例えば、当該開発区域周辺の
優れた自然環境が必要と認められる場合など、当該開発区域周辺の資源、環
境等の活用が必要である場合

• なお、社会福祉施設の開発許可については、開発許可担当部局と社会福祉施

設担当部局とが十分な連絡調整を図ることが望ましい。



提案基準13

• （立地）
• 第３ 申請に係る土地は、次の各号のいず
れにも該当しなければならない。

• （１） 当該許可にかかる特別養護老人
ホーム等と密接に連携する医療施設が近隣
に所在すること。

• （２） 判断基準第５に定める区域内に存
しないこと。



＜提案基準13の実際の運用＞

• 介護保険法に基づき、職員として医師の配置が義務付けられており、日常的な
往診は配置医師が行っている。

• 配置医師だけでは対応ができない場合などは、同じく設置が義務付けられてい
る協力病院が対応している。

施設設置に際しては、手厚い医療体制を必要としており、これらの医療体制も含
めて、堺市健康福祉局保健福祉施設等施設整備審査会において外部の有識者によ
り総合的に審査。

【これに加えて】

市街化調整区域における立地の場合には、公募条件に「計画地から車両の通常走
行ルートで4キロメートル以内に内科又は外科を診療科目に持つ2次救急医療機関
があること」を追加



開発許可制度運用指針 【提案基準13関係】［抜粋］

• （17）社会福祉施設
• 社会福祉施設であって、設置及び運営が国の定める基準に適合するもので、

その位置、規模等からみて周辺の市街化を促進するおそれがないと認められ、
かつ、当該開発区域を所管する地方公共団体の福祉施策の観点から支障がな
いことについて、関係部局と調整がとれたもののうち、以下の①から③まで
のいずれかに該当するものであること。

• ① 近隣に関係する医療施設、社会福祉施設等が存在し、これらの施設と当
該許可に係る社会福祉施設のそれぞれがもつ機能とが密接に連携しつつ立地
又は運用する必要がある場合

• ② 当該施設を利用する者の安全等を確保するため立地場所に配慮する必要
がある場合

• ③ 当該施設が提供するサービスの特性から、例えば、当該開発区域周辺の
優れた自然環境が必要と認められる場合など、当該開発区域周辺の資源、環
境等の活用が必要である場合

• なお、社会福祉施設の開発許可については、開発許可担当部局と社会福祉施

設担当部局とが十分な連絡調整を図ることが望ましい。



提案基準13の改正案

（立地）第３（１）について、
• （１） 当該許可にかかる特別養護老人ホーム等と密接に連携する医療

施設が近隣に所在すること。

• 「当該許可にかかる特別養護老人ホーム等の計画地から自動車の通常運
行可能な経路で４ｋｍ以内に二次救急医療機関が所在することを福祉部
局において確認していること。」に改正



提案基準１３改正案（新旧対照表）

現行 改正案

（立地）
第３
(１) 当該許可にかかる特別
養護老人ホーム等と密接に連携
する医療施設が近隣に所在する
こと。

（立地）
第３
(１) 当該許可にかかる特別
養護老人ホーム等の計画地から
自動車の通常運行可能な経路で
４ｋｍ以内に二次救急医療機関
が所在することを福祉部局にお
いて確認していること。



開発許可制度運用指針 【提案基準14関係】［抜粋］
（15）介護老人保健施設

• 具体的な運用に当たっては、次に掲げる事項に留意することが望ましい。

• ① 介護老人保健施設については、各地域の要介護老人数等を踏まえて見込まれるその
地域の需要を考慮した規模のものでなければならず、他の地域からの利用を数多く想
定した大規模施設の設置は適切でないものとされていること等から、協力病院が近隣
に所在する場合等介護老人保健施設を市街化調整区域に立地させることがやむを得な
いと認められる場合には許可して差し支えないこと。なお、介護老人保健施設のうち
社会福祉法第２条第３項に規定する第二種社会福祉事業の用に供せられるものについ
ては、（17）を参照すること。

• ② 介護老人保健施設担当部局との調整

• 都道府県の介護老人保健施設担当部局においては、介護老人保健施設の開設許可手続
を支障なく進めるために、あらかじめ申請者から計画段階での事前協議を受付け、事
前審査を行うこととされているので、開発許可担当部局において介護老人保健施設担
当部局と十分な連絡調整を図るものとし、開発許可は介護老人保健施設の開設が確実
に許可される見込みであるものについて行うことが望ましい。この場合、介護老人保
健施設担当部局において、介護老人保健施設の開設が確実に許可される見込みである
旨の確認がなされることとなっているので、別記様式第２の確認書の提出を求めるこ
とが望ましい。なお、必要な場合には開発許可担当部局から介護老人保健施設担当部
局に対し、当該確認書を作成のうえ申請者に交付したことの事実関係について直接確
認することも考えられる。



提案基準1４

• （立地）
• 第３ 申請に係る土地は、次の各号のいずれにも該
当しなければならない。

• （１） 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並
びに運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４０
号）第３０条に規定する協力病院が近隣に所在する
こと。

• （２） 判断基準第５に定める区域内に存しないこ
と。



＜提案基準14の実際の運用＞

• 福祉部局において、市街化調整区域で介護老人保健施設を設置する際に
は、公募条件に「計画地から車両の通常走行ルートで4ｋｍ以内に協力
病院があること」を追加している。



提案基準14の改正案

（立地）第３（１）について
• 福祉部局において近隣に所在する協力病院について、公募条件に追記し

ている。

• 「介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平
成１１年厚生省令第４０号）第３０条に規定する協力病院が計画地から
自動車の通常運行可能な経路で４ｋｍ以内に所在することを福祉部局に
おいて確認していること。」に改正



提案基準１４改正案（新旧対照表）

現行 改正案

（立地）
第３
(１) 介護老人保健施設の人
員、施設及び設備並びに運営す
る基準（平成11年厚生省令第
40号）第30条に規定する協力
病院が近隣に所在すること。

（立地）
第３
(１) 介護老人保健施設の人
員、施設及び設備並びに運営に
関する基準（平成１１年厚生省
令第４０号）第３０条に規定す
る協力病院が計画地から自動車
の通常運行可能な経路で４ｋｍ
以内に所在することを福祉部局
において確認していること。
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